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男女平等社会の推進に関する内閣府要請
[image: image1.jpg]


3月15日、菜の花春闘行動の一環として、女性部3役は内閣府男女共同参画局にたいして、男女平等社会の実現に向けて、CEDAWの勧告に応える具体的な施策および第3次男女共同参画基本計画に盛り込まれた施策を速やかに実施するよう求める内閣府要請を行いました。　

内閣府男女共同参画局からは井上徹総務課調整係長、中野渡守調査課企画調整担当課長補佐、小林秀子総務課国際機関係長、伊藤涼子推進課課長補佐の4名が対応。冒頭、小畑雅子全労連女性部長が「国連女性差別撤廃委員会は、民法改正の課題について、次回の政府審査までに前進を示してほしいと述べている。世界ジェンダー格差指数は前回よりも順位を下げ、少子化も進むなかで、私たちは、男女共同参画会議や内閣府がイニシアチブを発揮して男女共同参画を推進することを強く期待している」と挨拶しました。
要請に対する内閣府の回答
民法改正については、国民および国会内に、夫婦別姓制度や婚姻制度といった家族のあり方について様々な議論がある。第3次男女共同参画基本計画が「引き続き検討を進める」と述べていることから、男女共同参画局としても、引き続き、この問題についてできる限り法務省に協力したい。
ポジティブアクションについて、第3次男女共同参画基本計画は「クォータ制といった多種多様な手段を使って、実施主体の特性に応じた実効性あるポジティブアクションを推進すること」となっている。様々なインセンティブを付与して同基本計画の成果目標に接近すべく、取り組んでいるところ。森まさこ内閣府特命担当大臣は「隗より始めよ」ということで、成果目標を達成すべく2月15日、女性公務員の採用に関する大臣名の通知「女性国家公務員の採用・登用等の促進について」を発出した。内閣府は、経済団体に対する働きかけも各省庁と連携して進めている。例えば経済産業省は東京証券取引所と共同で、女性の人材活用や管理職の登用を推進する東証上場企業17社を「ナデシコ銘柄」に選定し、企業情報を発信する取り組みを行っている。また「都道府県別全国女性の参画マップ」など、女性の参画や登用に関する情報を外部からモニタリングする「見える化」を25年度事業として計画し進めている。内閣府は、2月13日、関係省庁と連携して「若者女性活躍推進フォーラム」を開催した。その後、有識者の意見をふまえて①女性の活躍を促進する取り組みに対する支援、②女性の継続就業や起業の支援、③男女ともに仕事と生活を両立させるとりくみの支援、という3検討課題を整理。この課題を5~6月に取りまとめる予定。
内閣府の回答を受けて、女性部の意見
●民法改正について、女性差別撤廃条約を批准している以上、差別規定を持った法律はだたちに改正すべき。内閣府はもっとイニシアチブを発揮すべきだ。
地方の男女共同参画基本計画策定の義務付け廃止を危惧する。義務付けは外すべきではない。女性の登用を進めるよう地方にも文書を発出していると思うが、未だ改善されていない。内閣府は具体的な行動計画を作って推進すべきだ。
●社会保障の充実は女性が働く上で重要な問題だ。その大事な社会保障分野に従事する労働者の多くは女性だが、その労働条件は極めて劣悪だ。たとえば医療、介護、福祉といった部門の労働者の多くは女性で、他産業と比較するとその賃金は低く、その労働条件も夜勤があるなど厳しく、妊娠を機に離職する人が多いM字型雇用だ。看護師の流産率は他産業と比べて高いという報告もある。こうした労働条件を改善しなければ、働き続けたくても働き続けられず、子どもを産みたくても産めず、少子化も改善されない。内閣府はもっと厚生労働省など他の省庁に働きかけてほしい。
●国公労連は、総務省および人事院と交渉を行っている。私たちの要求のひとつは「女性の登用」だが、これまでの交渉のなかで、森まさこ大臣名の発出文書について言及した担当者はひとりもいなかった。内閣府はもっと強くアピールするべきだ。国家公務員の定員削減が進むなか、人手が足りないため、両立支援策があっても出産後、退職する人が多い。子どもを産み育てて、定年まで勤めあげられるような施策と支援を内閣府は行うべきだ。男女平等社会の推進には、労働行政が極めて重要な役割を果たす。しかし、ほとんどの県の均等室は、4~5人体制で全県をカバーしている。男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法などの徹底、事業主指導、トラブルの相談など、多くの業務をこの少ない人数で扱っているため、手をつけられずに残ってしまうトラブルもあると聞いている。「各関係省と連携をとる」と回答したが、内閣府は、こうした問題にも声をあげてほしい。
●民主党政権下のなでしこ作戦は、政府を挙げて、ポジティブアクションを企業に「営業活動する」といった。私たちは、診療報酬支払基金で行われている転勤ができるかどうかで昇格差別されることに対して均等室に申し立ての際、厚労省は是非支払基金に対してポジティブアクションを営業してもらいたいと訴えたが、いまだに「営業」はされていない。作戦はあっても行動が伴わない。第3次男女共同参画基本計画には数値目標があるが、数値目標や意識啓発だけでは何も進まない。均等法などの法改正が求められる。
●「男女ともに仕事と生活を両立させること」を困難にしているのは長時間労働。しかし実際の労働現場は、たとえ長時間労働だとしても、働かなければ食べていかれない、生活できないから働いている。そのような労働現場を意識啓発することは非常に困難だ。それでも意識啓発するというなら、もっとパンチの効いたことをしなければダメ。内閣府は、各省庁に働きかけて、日本人の働き方のスタンダードを変える意識啓発をしてほしい。
●第3次男女共同参画基本計画を実効あるものにする際は、正規だけでなく、非正規労働者にも格段の配慮をしてほしい。いま非正規労働者の雇用に矛盾が大きく表れている。雇用における、非正規労働者に対する不利益は依然として改善されていない。雇用契約満了を理由に雇止めされて、働き続けたくても働き続けられないこともある。正規労働者も非正規労働者も不利益取り扱いを受けることなく、法の下の平等が確保されるよう、内閣府から厚労省に、強く働きかけてほしい。
内閣府：各省に対する具体的な働きかけについて、女性の登用が遅れている省庁への個別訪問を、大臣の指示で行っている。また実効性の確保については、進捗状況を常時チェックできるよう、ランキング形式のHP、あるいは外部からのモニタリングなどを検討している。内閣府内での情報交換を密にして各省にパンチを与えられる取り組みを進めたい。長時間労働および仕事と生活の調和については、内閣府としても、長時間労働を是正し、年休取得率を改善しなければならないとの認識を持って、部会で議論している。そのなかで、建設運輸業界に適した政策が必要との意見もでた。内閣府として厚生労働省に働きかける。
2013ヒロシマ地域総行動
 はたらく女性の広島県集会実行委員会で労働局雇用均等室に要請
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　 (広島県労連女性センター通信2から)２月２１日ヒロシマ地域総行動が取り組まれるなか、はたらく女性の広島県集会実行委員会として、広島労働局雇用均等室に要請を行いました。9名が参加し、「あなたの働き方教えてください」アンケートで示された実態などを訴えました。
〈要請項目〉１　男女雇用機会均等法の実効ある改正を行うこと。２　同一価値労働、同一賃金の真意を周知徹底し、実現にむせて企業・団体を指導すること。３　男女ともに育児・介護をしながら、安心して働き続けられるよう、企業・団体を指導すること。４　労働者保護の法律(労働者派遣法・パート労働法）がほんとうに労働者を保護するために機能するよう企業・団体を指導すること。５　労働者の権利について学校教育の中で取り上げるよう、文部科学省に働きかけること。中学校・高等学校への出前授業を計画実施すること。６　育児休業・介護休業取得などの実態について、県内企業・公務の職場の調査を行い、取得向上にむけて、企業・団体を指導すること
均等室　桑原室長補佐が対応　～回答は以下のとおり～　
１→現在均等法が施行されて５年目の検討に入っている。いくつかの問題が検討されている。　
２→パート労働法第８条に「差別的取り扱いの禁止」が定められている。通常労働者と就業の実態が同じかどうか、コンサルタントを派遣し、職務分析･職務評価を行っている。男女同一賃金は労働基準法なので、所轄の労働基準監督署に伝えておく
３→周知徹底のために説明会を行ったり、パンフレットを作成、ホームページに掲載、専門の相談員を配置し戸別訪問も行っているが、相談件数が少ない。
４→パートタイム労働法１２条に正社員への転換を推進する措置を講ずることが義務づけられている。労働者派遣法は職業安定部の担当に要請内容を伝えておく。
５→地方局なので困難。大学へはキャリアアップ講座に出向いている。
６→国の調査はあるが、県の調査はない。
回答を受け参加者が職場実態を訴えました
学校現場　発達障害の児童が多く対応がたいへん。親の不安定な雇用状況がストレスとなって子どもたちの生活が不安定になっている。医療　看護師の労働強化で中途退職者が増えている。長時間夜勤が増えている。夜勤の時間を制限して欲しい。生協　パートの賃金・労働条件は良くなっているが、パートに責任がくる。クレーム対応までしている。児童館　全て嘱託職員。勤務時間以上の開館と人員不足が問題。 低賃金である。今後も継続的に要請・懇談をしていくことを確認しました。
資生堂　鎌倉工場閉鎖発表
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アンフィ二争議の勝利と工場閉鎖への反撃のたたかい　
　（全労連・全国一般資生堂・アンフィ二争議ニュースから）工場閉鎖が発表されてから、神奈川県内では神奈川労連や地域労連のみなさんとともに、宣伝、要請、相談を繰り返し取り組んでいます。
2月17日、資生堂／アンフィニ支援共闘会議は、資生堂鎌倉工場周辺地域で宣伝行動と映画上映会をおこないました。

　朝9時、工場の近くにある鎌倉芸術館に集合、当日は寒いながら天気に恵まれ、絶好の宣伝日和になりました。この日のとりくみは、前から予定の行動でしたが、突然、1月31日に資生堂が鎌倉工場を15年3月に閉鎖を公表したため、急遽、相談窓口も設けました。午前中は、神奈川労連、鎌倉労連、湘南労連などから参加して宣伝カーで訴えながら全戸配布を実施。同時並行で近くのイトーヨーカドー前で横断幕を掲げてビラ配布と訴えをおこないました。買い物にきた人から、「まだ解決しないの。がんばって」という声や工場閉鎖に驚きの声が寄せられました。

同じ会場に設けた相談会には、2月1日に突然、会社からの工場閉鎖の説明があり、どうしたらいいのか途方にくれ、全労連・全国一般のビラを見て相談に来たという方たちが訪れました。相談会には、弁護士の方も同席。また、2月22日夜にも大船駅近くの場所で相談会を実施しました。相談者の話から資生堂の説明がきわめて不誠実で乱暴であること、提示された内容が社員と準社員によって格差が大きいこと、配置転換について資生堂の努力がまったく見られないこと、などがわかりました。

　

＊資生堂が鎌倉工場閉鎖を発表したことに対する声明添付
◆参加のおねがい◆
4・11全労連中央行動

　◆国会請願デモ終了後、国会議員要請行動

　11日14：30～16：30衆議院第2議員会館　第1会議室

　課題　労働法制諸課題（パート労働法・均等法、最賃・公契約、労働法制改悪）、公務員賃下げ阻止、消費税増税反対など

　14：30から、随時要請行動の説明を行い、随時要請に出発。16：30まで。

◆アンフィ二争議支援銀座資生堂パーラー前宣伝行動

11日16：45～17：45
場所：銀座・SHISEIDO THA GINZA前（中央通り　銀座７丁目交差点付近）　東京都中央区銀座7-8-10
●情報●
●厚生労働省特定事業主行動計画「職場の子育て応援プログラム～家庭も仕事も楽しめる職場を目指して～」http://www.mhlw.go.jp/topics/2010/04/tp0414-8.html
●１１年「労働統計年報」をホームページに掲載／厚労省
厚生労働省は19日、労働経済及び労働情勢に関する2011年の統計を収録した「労働統計年報」をホームページに掲載した。主な労働統計を雇用及び失業、労働時間、労使関係など９つに分類している。
　　http://www.mhlw.go.jp/toukei/youran/index-roudou-nenpou2011.html
●解雇ルール、短時間正社員など雇用制度改革を議論／産業競争力会議
政府の「産業競争力会議」の第４回会合が3月15日に開かれ、「人材力強化・雇用制度改革」などのテーマを議論した。テーマ別会合主査の長谷川閑史氏（武田薬品工業社長）は、「再就職支援金の支払いとセットでの解雇を含め、合理的な解雇ルールを明文で規定」などを主張。田村憲久厚生労働相は「正規・非正規の二極化を解消した、短時間正社員など多元的な働き方の普及・拡大」などを提案した。
　　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/skkkaigi/kaisai.html
　　（首相官邸ウェブサイト）
　　http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/actions/201303/15sangyoukyousou.html
●保育所待機児童数（平成24年10月）
http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=185721
●国家公務員の１４年度新規採用方針を閣議決定
政府は3月26日の閣議で、2014年度の国家公務員の新規採用に関する方針を決めた。　　http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyokan02_02000003.html






















